
 

国の行政機関の機構・定員管理に関する方針 

－ 戦略的人材配置の実現に向けて － 

 

平成 26年７月 25日  

閣 議 決 定  

 

国家公務員の総人件費に関する基本方針（平成 26年７月 25日閣議決定。以下「基

本方針」という。）を踏まえ、各年度の国の行政機関の機構・定員管理を戦略的か

つ的確に実施するための基本的な枠組み及び指針を以下のとおり定める。 

 内閣人事局は、内閣の重要政策に迅速かつ的確に対処できるよう、この方針の下、

毎年度の機構・定員管理において、各年度に策定する人件費予算の配分の方針で示

す内閣としての重点分野に沿って審査を行い、府省の枠を超えた戦略的な機構・定

員配置を推進する。 

 

 

１．機構管理の方針 

国の行政機関の機構管理については、基本方針で示された、行政ニーズの変化

に的確に対応する簡素で効率的な行政組織の確立を推進するため、以下の方針に

沿って行うものとする。 

 ① 国の行政機関の機構管理については、既存機構の合理的再編成により対処す

ることを基本とするとともに、既存機構の不断の見直しを図り、政府全体とし

て戦略的な機構配置を実現する観点から、政策の重要度等を踏まえた機構の重

点配置及び府省の枠を超えた機構の再配置を推進する。 

 ② このため、各府省は、機構の新設に当たっては、既存機構の廃止・再編等を

行うことを原則とするとともに、必要に応じて府省の枠を超えた機構再編につ

いても検討するものとする。内閣官房については、内閣及び内閣総理大臣を直

接に補佐する機関であることに鑑み、その機構の新設・再編に当たっては、政

策の重要度等を踏まえ、府省の枠を超えた柔軟な機構管理を行う。 

③ 年度途中に顕在化した課題に対して、緊急に体制を整備する必要がある場合

には、毎年度の機構要求・審査手続によることなく、年度途中の機構要求・審

査を行うなど機動的・弾力的な機構管理を行う。 

④ ③のほか、内閣の喫緊かつ重要な課題に対応するため、必要に応じて設置さ

れる内閣審議官等について、より柔軟に活用できるようにするものとする。 

 

 

２．定員管理の方針 

各府省の国家公務員の定員管理については、基本方針に基づき、府省の枠にと
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らわれない定員の再配置を的確に実施し、国の行政が適切に運営されるよう、以

下の方針に沿って行うものとする。 

 

(1) 計画期間中の定員管理 

① 各府省の定員の合理化については、ＩＣＴの活用など行政の業務改革の取

組を推進しつつ、計画的に実施することとし、平成 27年度以降、５年ごとに

基準年度を設定し、府省全体で、対基準年度末定員比で毎年２％（５年 10％）

以上を合理化することを基本とする。内閣人事局は、各府省の直近の定員の

動向等を反映して、５年ごとに各府省の合理化目標数を決定し、各府省に通

知する。 

② 各府省は、業務改革の取組を具体的に推進しつつ、定員の合理化を行い、

組織内における行政需要の変化を反映して、自律的な組織内の再配置に努め、

新規増員の抑制を図るものとする。その際、各府省の自己改革を促進する観

点から、合理化目標数の一部については、内閣人事局の定めるところにより、

業務改革による定員合理化の具体的な取組と併せて、再配置の要求を行うこ

とができることとする。これに係る合理化目標数については、各府省におけ

る業務改革の取組状況等を踏まえ、５年の計画期間内において、各年度に実

施する合理化の員数を弾力化できることとする。 

③ 上記のほか、各府省は、不断に業務改革に取り組み、定員合理化に努める

ものとする。 

 

(2) 各年度の定員管理 

① 内閣人事局は、内閣の重要政策に対応した戦略的な定員配置を実現する観

点から、府省の枠を超えて、大胆に定員の再配置を推進する。 

② 内閣の重要政策として相当規模の増員が必要な行政需要に係る事務・事業

や複数府省にまたがる事務・事業については、関連する他の府省からの定員

の振替に積極的に取り組むこととする。 

③ 各府省は、業務量に応じた業務実施体制や効率的・効果的な業務処理の在

り方について不断に検証を行うとともに、行政事業レビューや政策評価の結

果、行政評価等による勧告等を反映し、定員配置の最適化を図ることとする。 

各府省の業務改革の取組を推進するため、総務省は、毎年度の機構・定員

要求までに、各府省の業務改革の取組状況や業務の実施体制を点検し、「国の

行政の業務改革に関する取組方針」（以下「取組方針」という。）を策定する。

各府省は、取組方針を踏まえて機構・定員要求を行い、内閣人事局は、各府

省の業務改革の取組を機構・定員の審査に適切に反映させる。総務省及び内

閣人事局は、各府省の業務改革の具体的な取組及び機構・定員への反映状況
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を毎年度取りまとめ、公表する。 

④ 新規増員は、政府の新たな重要課題に適切に対処するため、政府全体の人

的資源の戦略的な再配置を実現する観点から、特に必要が認められる場合に

限ることとする。各府省は、既存業務の増大への対応に当たっては、自律的

な組織内の再配置によることを原則とし、新規増員は厳に抑制する。 

⑤ 年度途中に顕在化した課題に対して、緊急に体制を整備する必要がある場

合には、定員上の措置を含め、機動的・弾力的に対応する。 

 

３．その他 

① 各府省の国家公務員の定員管理の円滑化に資するため、府省間の実人員の移

動の推進に努めるものとする。 

② 各府省は、各四半期末における欠員の状況を翌月末日までに内閣人事局に報

告するものとする。 

③ 公庫等の職員についても、この方針に準じて措置するものとする。 
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